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平成25年
(2013年)4月

将来的な広域化を視野に入れて調査研究することで
両市の水道事業管理者の意向が一致

平成25年
（2013年）7月

両市の中堅職員各4名で構成する水道事業広域化
研究会を設置

平成26年
（2014年）7月

水道事業広域化研究会が「水道事業広域化研究会
報告書（最終報告）」を両市の管理者に提出

平成27年
（2015年）2月

両市の市長による意見交換により水道事業広域化の
方針で意見が一致

平成27年
（2015年）6月

宇部市・山陽小野田市水道事業広域化検討委員会
第１回会議開催

水道事業広域化検討に係る経緯宇 部 市
山陽小野田市

①

令和 3年
（2021年）2月

宇部市・山陽小野田市水道事業広域化検討委員会
第１2回会議開催（書面審査）



水道事業の現状（両市共通）

人口減少等 水需要減少 料金収入減少

施設・管路の
老朽化対策

施設・管路の
耐震化対策

施設・管路の
ダウンサイジング

投資的経費

職員数の
減少

職員の
高齢化

技術継承の
不安

②



広域連携のメリット

☝ヒト（人材）
・事務の共同処理による組織のスリム化
・専門的な知識をもつ職員の確保
・災害・事故等の緊急時対応力強化等

☝モノ（施設）
・施設規模の拡大によるスケールメリット
・施設の統廃合による、二重投資の回避
・弾力的な水運用による危機管理能力の向上

☝カネ（資金）
・経営規模の拡大による資金の弾力的な運用
・地域全体における費用の縮減
・国の交付金・交付税などの活用

③



☝事業統合

水道事業広域化の形態(参考)

☝経営の一体化

☝管理の一体化

☝施設の共同化

経営主体が一つだが、
認可上、事業は別の
形態

維持管理業務や総務
系の事務処理などを
共同実施する形態

浄水場、水質試験セン
ターなどの共同施設を
保有する形態

経営主体も事業も一つ
に統合された形態

④



検討委員会中間報告 平成28年（2016年）3月

☝

☝

☝

☝

☝

浄水場再編に伴う施設整備事業費の削減ができ、ケース別に両市が
個別に事業する場合に比べて、約1億8千万円から12億円の効果を
得ることができる。

浄水場再編による効率化により、再編後のランニングコストと次期
更新事業費の圧縮効果が得られる。

業務等の効率化により、収益的支出の削減効果が生じ、経営の
一体化以上のレベルでは年間約1億2千万円＋αの効果を得られる。
それ未満のレベルでは効果額は半分未満となる。

将来に向けた水道料金の改定率の抑制が期待できる。

計画的な人材育成や災害時の要員確保及び応急資機材の充実等を
図ることが可能となる。

⑤



現時点での合意内容 検討委員会第9回会議 2019.8.5

☝広域化の形態
経営の一体化 事業統合

水道事業認可、水道料金、財
務会計等の事務事業や制度
等、宇部市と山陽小野田市で
別々に管理

水道事業認可、水道料金、財
務会計等をすべて統合
⇒事業統合と同時に宇部市の
水道料金に統一

☝浄水場再編計画

広瀬浄水場 中山浄水場 高天原浄水場 鴨庄浄水場

宇部市 山陽小野田市

最終的に広瀬浄水場に浄水機能を集約し、高天原浄水場、
中山浄水場、広瀬1系2系を段階的に廃止する

厚東川水系 厚狭川水系

⑥



水道事業広域化の推進

☝水道広域推進室の設置（2019年4月）

宇部市・山陽小野田市の職員で構成

水道事業広域化に関する庶務を担当

☝検討委員会専門部会の設置（2019年4月）

総務系・営業系・工務系・浄水系の専門

分野における事務事業共同化の調整を担う
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• 【広域化後当初の10年間】

管路：すでに実使用年数を経過している管及び当該期間中に実使用年数を経過する管のうち、

基幹管路、重要給水施設への管路、口径100㎜以上の配水管（断水による市民生活へ

の影響が高い管路）を優先的に更新する。

施設：すでに実使用年数を経過している施設及び当該期間中に実使用年数を経過する施設を

更新する。

• 【広域化後11年目～60年目】

管路：当初10年間で更新していない口径75mm以下の配水管及び当該期間中に実使用年数

を経過する管を更新する。

施設：10年間を計画期間とし、当該期間中に実使用年数を経過する施設を更新する。

水道施設の更新需要額の算出結果について
令和2年（2020年）9月

《広域の更新需要費》 《単独の更新需要費》 (単位：百万円)

宇部市 更新需要【A1】 60年間の計【A】 差引【A-A1】

管路 64,178 65,184 1,006

管路以外 27,922 31,206 3,284

合計 92,101 96,391 4,290

山陽小野田市 更新需要【B1】 60年間の計【B】 差引【B-B1】

管路 27,860 30,120 2,260

管路以外 14,398 13,572 -827

合計 42,258 43,692 1,434

⑨

60年間で合計
5,724百万円の効果



宇部市・山陽小野田市水道事業広域化スケジュールについて

宇部市・山陽小野田市水道事業広域化検討委員会第9回会議【令和元年（2019年）8月5日】で

確認されたスケジュール

以下の理由により、上記のスケジュールに大幅に遅れを生じていることから、広域での事業開始の時期も含め、
スケジュールの見直しを検討中

① アセットマネジメントの実践過程において、資産台帳の情報を再整理する必要が生じたこと。（平成27年度に業務

委託で策定したものと更新需要額が大幅に違った）

② 再整理後に試算した更新需要額の平準化期間に係る両市の意見調整に時間を要したこと。

③ 財政シミュレーションの作成における条件調整に時間を要していること。

⑩
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